
事務所の要件について 

 

事務所は，宅地建物取引業の業務を継続的に行える機能を持ち，物理的にも社会通念上も事務

所として認識できる程度に独立した形態を備えていることが必要です。 

 自宅などの住宅の一部を使用する場合や,事務所がフロアーを独占していない場合は,事務所の

独立性の確認のため,事務所の間取図などの平面図の提出が必要となります。 

 事務所の独立性の判断に当たっては，次の例を参考にしてください。 

 なお，これらの例に当てはまらない場合は，事務所の間取図などの平面図を持参して,所管の建

設事務所（支所）にお問い合わせください。 

 

１ オフィスビル又は店舗物件の場合 

(1) 独立していない例 

ケース１ 間仕切りなどが何もない場合  

 

 

 

 

 Ａ不動産とＢ建設が共同で使用 

 

※ Ａ不動産とＢ建設が区分できないので，独
立はしていない。 

ケース２ 間仕切りはあるが，それぞれの室

に独立した入口がない場合 
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※ Ｂ建設へ行くためには，必ず，Ａ不動産を
通らねばならないので，独立はしていない。 

 

(2) 独立していると認められる例 

ケース１ 共通の通路が設置してある場合 
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ケース２ 共通部分がある場合 
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※ 間仕切りは，原則，固定式のものとするが，
ある程度の高さ（一般消費者が見て仕切られ
ていると認識出来る程度）がある書棚・ロッ
カーでも代用可能。 
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２ 個人の自宅を利用する場合 

個人住宅の一室を事務所として利用する場合は，居宅部分と事務所部分を混同しないこと 

(1) 独立していない例 

 

ＷＣ 風呂 

事務所兼リビング 
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※ 事務所と居住部分が区分できないため，独立はしていない。 

  

(2) 独立していると認められる例 
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                     玄関 

※ 廊下を通って，それぞれ事務所・居住用部分に行けるため，独立性がある。 
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